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国連（ＵＮＥＰ）との協調による国際環境施策の展開イメージ

「グローバルコンパクト」(Global Compact)

　国連　コフィー・アナン事務総長が提唱（１９９９年ダボス会議）

　　経済活動が世界規模で展開する中、発生する諸課題の解決に向けて

　　国家ではなく、民間の力が主役となって活動するための率先行動規範

　　　⇒　グローバリゼーションに起因する課題解決のために

　　　　　民間企業がイニシアティブをとって参加する世界的フォーラムを組織

　　　⇒　世界で１，０００を超える企業・団体（日本は１４企業）が参加

「グローバルコンパクト」

　３つの分野・９つの原則

　人権分野

　労働分野

　環境分野

環境分野の原則

・環境問題の予防的なアプローチを支持する

・環境に対して一層の責任を担うためのイニシアチブをとる

・環境にやさしい技術の開発と普及を促進する

＊ＵＮＥＰは「原則の守護者」の３機関の１つ
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（Compact：協定、契約）

環境分野の原則を具体化・明確化し地球規模で活動する企業・団体が

自発的・主体的に尊重する「環境配慮規範」として確立

ＵＮＥＰは地球環境保全の重点的活動地域として

　アジア（特に中国・東アジア）をターゲットに

　　

　　　　　　　　　　

　日本の果たす役割がきわめて重要に

・地球環境保全のための民間主導の社会責任ルール

・経済活動を成長から持続へと転換

・環境配慮型の新たなビジネスモデルの提示

環境配慮を川崎発の　　　
メッセージとして世界に発信

国 連 （ Ｕ Ｎ Ｅ Ｐ ） の 取 組 川 崎 市 の 取 組

国際環境特区構想

　川崎臨海部への環境対応・配慮型産業の集積・振興
　環境分野における国際貢献

日本（＝世界）有数の

　　　先端技術企業の集積

日本の高度経済成長を支えた

　工業都市としての歴史

現在も工業都市としての

　　　　活動を持続

現 在 ・ 今 後 の 取 組

エコタウンやゼロエミッション

　工業団地等の環境配慮の取組

川崎発の環境と産業の

調和モデルづくり
（仮称）川崎コンパクト

アジア起業家村構想

　対日投資と市内企業のﾋﾞｼﾞﾈｽﾁｬﾝｽ拡大

　臨海部立地企業が有する

　　　　　　　環境関連技術の海外移転促進

「環境」への市民の高い意識

市民・企業・行政の協働の取組



Ⅰ　廃棄物施策の現状

１　市民参加型事業の展開

〇資源集団回収の実施 【平成２年７月】
〇橘リサイクルコミュニティセンターの開設 【平成５年１１月】
〇減量指導員制度の創設 【平成６年４月】

２　ごみの減量化・資源化

〇市民リサイクル活動助成金制度の設置 【平成２年度】
〇空き瓶分別収集の実施 【平成３年３月】
〇生ごみコンポスト化容器購入助成 【平成３年９月】
〇「資源物の日」の実施 【平成９年２月】
〇ペットボトル分別収集の開始 【平成１１年２月】
〇粗大ごみの処理手数料制度の改定 【平成５年、平成１６年度】
〇事業系ごみ収集の許可業者への移行 【平成１２年度、平成１６年度】
〇電動生ごみ処理機購入助成 【平成１３年９月】
〇生ごみ等リサイクル推進事業の開始(モデル) 【平成１６年度】

３　適正な処理システムの構築

〇鉄道輸送システムの導入 【平成７年３月】
〇加瀬クリーンセンター（ごみ中継施設）開設 【平成７年４月】
〇浮島処理センター開設 【平成７年１０月】
〇南部リサイクルセンター（資源化処理施設）開設 　　【平成１０年３月】
〇ＪＲ貨物梶ヶ谷ターミナル駅構内 【平成１１年４月】
〇資源物積替保管施設の設置
〇浮島廃棄物埋立処分場（第２期地区）開設 　【平成１１年４月埋立開始】
〇ダイオキシン類削減対策 　【平成１１～１４年度】

４　その他

〇ふれあい収集の実施 【平成１２年４月】
〇４処理センターにおける「ＩＳＯ１４００１」認証取得 【平成１３～１５年度】

　川崎市が処理するごみの量は、人口の増加や経済の発展とともに増え続け、平成元年度には56万トンにまで達し、このままごみが増加し続けると、市の焼却処理施設の能
力の限界を超えるという状況にあった。
　同時に、地球環境問題の意識の高まりから、地球環境全体を視野に入れた資源の有効利用という観点から、ごみの減量化・資源化に積極的に取組むことが廃棄物行政に対
する社会要請となっていた。
　このような情勢を踏まえ、平成2年6月に「ごみ非常事態」を宣言し、市民、事業者にごみの減量化・資源化の推進への協力を積極的に働きかけるとともに、廃棄物問題を
解決する施策の基礎として、平成5年3月に「環境にやさしいリサイクル型社会システムの構築を目指して」を基本理念とした一般廃棄物処理基本計画を策定した。
　この計画では、平成22年度を最終目標年度として、平成2年度における一人一日あたりのごみ排出量1,320ｇ以下に抑制することを目標に、分別収集の拡充、資源集団回収
への支援などをはじめ、市民と行政のパイプ役である廃棄物減量指導員制度の創設など様々なごみ減量、リサイクルの推進に向けた施策に取組んできたところである。
その結果、平成14年度の一人一日あたりのごみ排出量は1,125ｇと平成２年度と比べて195ｇの減量となるなど、大きな成果を得てきたところである。

「ごみ非常事態」宣言以降の主な施策

１　ごみ非常事態から環境先進都市へ
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　２　一般廃棄物処理の現状と課題

　　（１）　ごみ量の推移

　
　　  　　ごみ非常事態宣言以降の取組により、平成2年度から平成14年度までの13年間の
       ごみ排出量は、人口が9％増加したにも関らずほぼ横ばいで推移し、特に家庭系ごみに
　　 ついては、約18％の減量が計られるなど、一定の成果が得られた。
　　   一方、事業系ごみについては、この間約67％増と大幅に増加している。
       また､焼却量は､この間約11％減っているが､近年は上昇傾向にある。
　　【課題】
　　　 減量化・資源化を一層推進し、焼却処理するごみ量を減らすことなどにより、環境負

     荷の低減を図ることが重要な課題となっている。

 

　　（２）　ごみの組成

　　　   家庭から排出されるごみの組成をみると、厨芥類・紙類・プラスチック類の3種で
　　 約83％を占めている。
　　　  〇減量化・資源化対策
　　　　①　厨芥類　　　　　　生ごみコンポスト化容器・電動生ごみ処理機の購入助成
　　　　②　紙　類　　　　　　市民団体等による資源集団回収

　　　  ③　プラスチック類　　ペットボトルの分別収集
　　　 【課題】
　　　　　　①　厨芥類            平成16年度から実施する生ごみリサイクルモデル事業の
                              実施に合わせ､本市に相応しいリサイクルシステムを検討
　　　　　　　　　　　　　　　する必要がある。
        ②　紙　類　　　　　　容器包装リサイクル法の対象品目であるその他紙製容器包
                              装への対応を検討する必要がある。
　　　　③　プラスチック類　　ペットボトル以外の容器包装リサイクル法の対象品目であ
                              るその他プラスチック製容器包装への対応を図る必要がある。
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　（３）　収　集
　　ア　川崎市の収集区分

　　　　家庭系ごみについては、3分別7品目の分別収集を実施している。

ペット 小物 その他 その他

ボトル 金属 プラ 紙

札幌市 週 ３ 回 〇 〇 〇 〇

仙台市 週 ２ 回 〇 〇 〇 〇

さいたま市 週 ３ 回 〇 〇 〇 〇 〇

千葉市 週 ３ 回 〇 〇 〇 △

横浜市 週 ３ 回 〇 〇 〇 〇 △

名古屋市 週 ３ 回 〇 〇 〇 〇 〇

京都市 週 ２ 回 〇 〇 〇 〇 △

大阪市 週 ２ 回 〇 〇 〇 〇 △

神戸市 週 ２ 回 〇 〇 〇 △

広島市 週 ３ 回 〇 〇 〇 〇 〇

北九州市 週 ２ 回 〇 〇 〇

福岡市 週 ２ 回 〇 〇

川崎市 週 ４ 回 〇 〇 〇 〇

〇　実施中

△　モデル事業

　　　　　【課題】

①　他都市と比較し、普通ごみの収集回数が多い。

②　その他プラスチック、その他紙製容器包装の資源化に向けた取組が求められている。

　　空き瓶 週 1 回

　　ペットボトル

収　集　区　分

資
源
物

　　空き缶 週 1 回

普通ごみ 空き瓶空き缶

　　道路清掃ごみ

週 1 回

月 2回

　　事業系ごみ

随　時

　　　イ　政令指定都市における収集形態比較

許可業者収集

（平成16年4月時点）

　　小物金属

収集回数

家
庭
系
ご
み

　　普通ごみ 週 4 回

　　粗大ごみ 月 2 回

週 1 回使用済み乾電池

　
　（４）　資源化量
　　　　 資源化量については、市の収集分が3分の1、市民団体等の資源集団回収分が3分の
    2となっている。
　　　市の収集量は頭打ちとなっており、資源集団回収は減少傾向にある。この結果､資源化
　　率は停滞している。
　　 【課題】
　　　①　資源集団回収については、回収量や実施団体数が伸び悩んでいるため、事業の強化・
      　　　拡大に向けた施策が必要となっている。
　　　②　行政による資源化についても、品目の拡大など新たなる取組が求められている。
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Ⅱ　廃棄物施策の今後の方向性

基本的な考え方

循環型社会への
ビジョンを共有し
「環境市民」　と
なる

　循環型の処理
　システムを築く

　
○
　
限
り
な
く
ご
み
を
つ
く
ら
な
い
社
会
を
創
る
こ
と

　
○
　
市
民
・
事
業
者
・
行
政
が
協
力
し
合
え
る
関
係
を
築
く
こ
と

　
○
　
市
民
の
健
康
的
で
快
適
な
生
活
環
境
を
守
る
こ
と

配慮すべき事項（課題）

市民のライフスタイルの改善
・焼却対象となる普通ごみは減少しているが、
資源物を含めた総排出量は依然高水準。
・発生・排出抑制を推進するため、市民のライ
フスタイルの改善に向けた取組が必要。

成果が実感できない市民活動
・市民ボランティア等によるごみ減量化・リサ
イクル活動が広がりを見せる。
・その活動がごみ減量化にどのように貢献し
ているのかが、直接見えにくい。

分別収集拡大に伴う
　　　　収集・処理体制の見直し
・容器包装リサイクル法に基づく「その他プラ
スチック」などへの対応。

処理方法の再検討
・処理やリサイクル方法の多様化。
（新たな処理技術の開発・リサイクル意識の
高まり）

事業体制の再整備
・厳しい財政状況から事業体制の効率化・ス
リム化が不可避。
・一方で、環境対策や分別収集の拡充といっ
たニーズは増大している。

廃棄物処理の広域化
・各種廃棄物関係の法令整備により、資源物
が広域的に流動。
・臨海部は、資源リサイクルの拠点としてのポ
テンシャルを有している。

（４）費用対効果の促進
・収集、処理体制の再構築
・処理センターの再編整備

（３）資源にならないごみの適正処理
・有害廃棄物・適正処理困難物への取組
・エネルギー回収の推進（ごみ発電など）
・埋立処分量の減量化（焼却灰の減容化等）

（２）やむを得ず出たごみの資源化促進
・徹底した資源化（生ごみや紙類への取組等）
・環境関連産業との連携

（１）ごみをつくらない社会の構築
・環境に配慮した生活様式と事業活動の実践
・ごみの発生を容認しない社会づくり
　（経済的手法の検討等）

（１）環境学習・環境教育の促進
・環境教育の普及
・自ら積極的に学ぶ環境学習の推進

（２）情報の共有化
・情報を提供し合える仕組みづくり
・ＩＴの活用

（３）減量・リサイクル活動の活性化
・市民活動の充実と育成・支援

（４）市民参加の促進
・市民参加の場の整備
・住民組織、市民活動団体等との相互連携

施策の方向性

市
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・
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・
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政
が
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設
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大都市比較
－ごみ総排出量（市民１人１日あたり）－

普通ごみ（粗大ごみ等含む） 事業系ごみ 資源物 資源集団回収

(g）

1,236

1,4691,462

1,094

1,767
1,852

1,460

1,167

1,410

1,2971,334

1,543

平成１３年度実績




